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地方公共団体における環境保全活動を支援するための拠点の現状
住民、事業者、民間団体等が参画した環境保全活動に関する概況調査（暫定版）より

【環境事業団：平成１４年７月】



[設問]

１．環境保全活動を行う住民や団体の活動を支援するための拠点施設の整備をしているか。
《1．専用の施設を整備している　2．専用の施設整備を検討中

　　　　　　　　　3．既存の施設を利用している　 4．していない》

２．どんな既存施設を利用しているか。
《1．自治体庁舎内　2．公民館等の社会教育施設　3．空き教室　4．その他》

3．当該施設を運営している主体は何か。
《1．自治体　2．公益法人　3．NPO法人　4．NPO(任意団体）　5．地縁団体
  6．労組　7．生協　8．企業　9．有識者　10．個人　11．その他》

4．当該施設で行っている支援内容は何か。
《1．専門スタッフによる指導・助言　2．会議室、講義室等、活動の場の提供

　　　　　　　　　3．印刷機・ＰＣ等、機材の貸し出し　4．情報の集積・提供・発信　 5．その他》



(回答自治体数：４４／５９）

１．拠点の有無 (複数回答可） 3．運営主体　（複数回答可）

2．既存の施設を利用　（複数回答可） 4．支援内容　（複数回答可）
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